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株主の皆さまへ

　令和５年６月 代表取締役社長 飯塚　真規

株主の皆様へ

　株主の皆様には格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第57期中間報告書をお届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。
　当社は「自利利他(自利トハ利他ヲイフ)」を社是とし、「顧客への貢献」を経営理念として、
会社定款（第２条）に定める次の二つの事業目的を達成するために経営を展開しています。
　一、会計事務所の職域防衛と運命打開のため受託する計算センターの経営
　二、地方公共団体の行政効率向上のため受託する計算センターの経営

　令和５年３月までのわが国の経済状況は、新型コロナウイルス感染症の影響が和らぐ中、経済
活動の正常化に向けた動きが見られていたものの、資源価格の高騰等による物価上昇や、世界的
な金融不安などが景気回復の重しとなり、先行きの不透明感が漂っていました。こうした状況の
中、日本政府は国民や中小企業を支援する金融・財政政策や成長戦略の推進を通じて、経済の回
復に取り組んでいます。
　当社グループは、このような社会環境や政府の取り組みに迅速に対応したシステムの開発やサ
ービスの提供を継続し、顧客ならびに地域・社会に貢献すべく事業を展開してまいりました。
　この結果、第57期中間期のＴＫＣグループの経営成績は、売上高が36,050百万円（前期比
6.8％増）、営業利益は8,735百万円（同6.2％増）、経常利益は8,858百万円（同5.1％増）、
親会社株主に帰属する四半期純利益は6,134百万円（同5.5％増）となりました。
　第57期中間期の経営成績は、令和４年11月９日に公表の当初計画（対前期比：増収減益）を
上回り増収増益となりましたが、依然として景気の不透明感が漂うこと、エネルギーコストや資
材コストの上昇等の影響を考慮して、第57期中間期の配当金は、当初計画のとおり１株につき
普通配当39円といたします。
　第57期下期につきましても、会計事務所と地方公共団体に対するコンピューター・サービス
に専門特化しながら、最新のICTを積極的に活用し、お客様の事業を成功に導く新しいシステム
やサービスの開発およびこれらの一層の充実を図ってまいります。これにより、顧客ならびに地
域・社会に貢献し、企業価値の向上に取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ
ます。
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会社の現況

会社の現況
１．当社事業の専門性
　当社は、昭和41年10月の創業から今日まで、一貫してわが国の会計事務所（税理士事務所、税理
士法人および税理士業務に従事する公認会計士事務所）に対する情報サービスと、地方公共団体（市
区町村等）に対する情報サービスの２つの分野に専門特化し、わが国の情報産業界において独自の地
位を築いてまいりました。
　今日、当社の情報サービスは、次のようなものとなっています。
①ＴＫＣ統合情報センター（全国９都市）によるコンピューター・サービス

１）大量出力（印刷）を伴うバッチ処理サービス
２）データストレージ・サービス
３）ダウンロード・サービス

②ＴＫＣインターネット・サービスセンター（ＴＩＳＣ）によるコンピューター・サービス
１）インターネット・サービス
２）イントラネット・サービス
３）クラウド・コンピューティング・サービス
４）データベース・サービス
５）データストレージ・サービス
６）データバックアップ・サービス
７）データセキュリティー・サービス

③パソコンまたはクライアント・サーバに搭載するソフトウエアの開発提供
④当社の情報サービスの利用に伴うシステム機器の販売
⑤専門スタッフによるシステム・コンサルティング・サービス
⑥ユーザーに対する総合的な教育研修サービス
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２．当第２四半期の事業内容と経営成績
　当第２四半期連結累計期間（以下、当第２四半期）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感
染症（以下、コロナウイルス）の影響が和らぐ中、経済活動の正常化に向けた動きが見られるもの
の、資源価格の高騰等による物価上昇や、世界的な金融不安などが景気回復の重しとなり、依然とし
て先行きの不透明感が漂っています。こうした状況の中、日本政府は国民や中小企業を支援する金
融・財政政策や成長戦略の推進を通じて、経済の回復に取り組んでいます。
　当社グループは、このような社会環境や政府の取り組みに迅速に対応したシステムの開発やサービ
スの提供を継続し、顧客ならびに地域・社会に貢献すべく事業を展開してまいりました。
　会計事務所事業部門では、顧客である税理士および公認会計士（以下、ＴＫＣ会員）が、中小企業
の伴走型の支援者として、税務・会計・保証・経営助言の業務に取り組むための支援を実施していま
す。
　地方公共団体事業部門では、住民基本台帳法の一部改正等に顧客市区町村が円滑に対応するための
支援を展開しました。
　これらの活動の結果、当第２四半期における株式会社ＴＫＣとその連結子会社等６社を含む連結グ
ループの経営成績は、売上高が36,050百万円（前期比6.8％増）、営業利益は8,735百万円（同
6.2％増）、経常利益は8,858百万円（同5.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は6,134百
万円（同5.5％増）となりました。
　当第２四半期における事業部門別の売上高の推移は以下のとおりです。

３．当社グループの第２四半期業績の推移
(1) 会計事務所事業部門の売上高の推移

　会計事務所事業部門における売上高は23,710百万円（前期比4.1％増）、営業利益は6,233百万
円（同3.5％減）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
①コンピューター・サービス売上高は、前期比2.8％増となりました。これは会計事務所の業務を

統合的に管理できる「税理士事務所オフィス・マネジメント・システム（ＯＭＳクラウド）」を
新たに採用する事務所が増加したことによります。

②ソフトウエア売上高は、前期比3.6％増となりました。これは、令和５年10月から開始される改
正消費税法（以下、インボイス制度）への対応が求められている中で、会計・販売管理機能を標
準搭載した「ＦＸクラウド」を新規に利用開始する関与先企業が増加したことによります。な
お、ＴＫＣでは、インボイス制度に完全対応した会計・販売管理システムを令和５年６月から提
供する予定です。
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③コンサルティング・サービス売上高は、前期比4.6％増となりました。これは中堅企業向けの会
計システム「ＦＸ４クラウド」の販売が堅調に推移し、立ち上げ支援サービスが増加したことに
よります。

④ハードウエア売上高は、前期比12.6％増となりました。これは、令和４年度の「サービス等生
産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）」において、ハードウエアの購入費用も補助の対象と
なったこと、および令和６年１月以降、電子帳簿保存法の電子取引データに関する宥恕措置が終
了されることに伴い、「ＦＸクラウド」に標準搭載している証憑保存機能の利用を目的として、
スキャナーを新規に購入する関与先企業が増加したことなどによります。

⑤サプライ用品売上高は、前期比5.1％減となりました。これは、リモート業務やデジタル化を支
援する事務機器の販売は好調だったものの、関与先企業の自計化の進展に伴いペーパーレス化が
進んだため、紙の会計用品や印刷関連の消耗品の需要が減少したことによります。

⑥なお、営業利益が前期と比較して減少したのは、対面での営業や大規模なイベント活動を再開し
たこと、利益率の低いハードウエア売上高が増加したことなどによります。

(2) 地方公共団体事業部門の売上高の推移
　地方公共団体事業部門における売上高は10,921百万円（前期比17.3％増）、営業利益は2,562
百万円（同47.2％増）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
①コンピューター・サービス売上高は、前期比0.5％増となりました。これは、前期に受託した衆

議院選挙に伴う入場券作成業務が当期はなかったものの、新たに「電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金」支給に係る申請書等作成業務および令和４年の秋から開始された新型コロナ
ワクチンに係る接種券作成業務を受託したことなどによります。

②ソフトウエア売上高は、前期比3.0％増となりました。これは、住民基本台帳法の改正によって
令和５年２月６日から開始された「マイナポータルを通じたオンラインによる転出届・来庁予定
の連絡（転出・転入手続きのワンストップ化）」に伴う一時的なシステム改修の売上高が増加し
たことなどによります。

③コンサルティング・サービス売上高は、前期比280.2％増となりました。これは、「転出・転入
手続きのワンストップ化」に伴うシステム導入支援に加え、地方税法の改正によって令和５年４
月１日から開始された「地方税統一ＱＲコードを活用した地方税の納付」に伴うシステム導入支
援、軽自動車保有関係手続のワンストップサービス（軽自動車ＯＳＳ）および軽自動車税納付確
認システム（軽ＪＮＫＳ）と当社顧客市区町村の基幹系システムとの連携サービスの導入支援な
どを実施したことによります。
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④ハードウエア売上高は、前期比34.2％増となりました。これは、基幹系システムの機器更改に
伴うハードウエアやネットワーク強靭化事業の機器更改に伴うネットワーク機器の導入などによ
ります。

⑤なお、営業利益が前期と比較して増加したのは、新たに稼働となるシステムの導入支援が集中
し、コンサルティング・サービス売上高が増加したことなどによります。

(3) 印刷事業部門（子会社：株式会社ＴＬＰ）の売上高の推移
　印刷事業部門における売上高は1,418百万円（前期比15.6％減）、営業損失は72百万円（前期
は営業利益28百万円）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
①データ・プリント・サービス（ＤＰＳ）関連商品の売上高は、前期比24.6％減となりました。

これは令和３年10月の衆議院議員選挙入場券の印刷業務が当期はなかったこと、民間企業から
受注しているダイレクトメールのうち、大型案件が顧客事情により中止された影響によります。

②ビジネスフォーム関連の売上高は、前期比7.5％増となりました。これは、前期において新規獲
得した顧客企業からの伝票印刷業務の受注が増加したことによります。

③商業美術印刷（カタログ、書籍等）関連の売上高は、前期比1.5％増となりました。これは、イ
ンボイス制度を解説する書籍等や顧客企業の周年記念事業における印刷業務を受注したことによ
ります。
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４．全社に関わる重要な事項
(1) 当社子会社の吸収合併(簡易合併)

　当社の子会社であるＴＫＣ金融保証株式会社は、昭和52年の設立以降、ＴＫＣ全国会会員の関
与先企業を対象に金融保証、直貸、リースをはじめとする金融関連商品の開発・提供等を行ってま
いりました。しかし、同社設立時と比較して、今日の中小企業を取り巻く金融支援の環境は大きく
変化しており、同社を設立した目的は達成したと判断するに至りました。そのため、令和５年４月
１日を期日としてＴＫＣ金融保証株式会社を株式会社ＴＫＣに吸収合併（簡易合併）しました。
(2) 「インボイス・マネジャー2022」によるペポルインボイスの送受信を開始

　当社が開発・提供するクラウド型システム「インボイス・マネジャー2022」を利用し、国際標
準仕様である「Peppol（ペポル）」をベースにしたペポルインボイス（デジタルインボイス）の
送受信実験を30社超と開始しました。令和５年10月から開始されるインボイス制度を見据えて、
当社の請求業務にペポルインボイスを活用することで、ペポルインボイスに係るノウハウを蓄積
し、今後ユーザー企業に提供することで、請求業務のデジタル化と経理業務の省力化を支援する予
定です。
(3) システムに搭載する機能において特許を取得

　「海外ビジネスモニター（OBMonitor）」の内部監査支援機能（取引日・入力日乖離分析）に
おいて特許を取得しました（令和５年３月24日取得／特許第7250992号）
(4) ＴＫＣカスタマーサポートサービス株式会社（ＴＣＳＳ）がＨＤＩ「三つ星」を２年連続で獲得

　当社が100％出資するコールセンターサービス専門子会社のＴＣＳＳは、その電話応対について
HDI-Japanによる格付けベンチマーク「クオリティ格付け」の最高評価にあたる「三つ星」を令和
５年３月８日に獲得しました。これによりＴＣＳＳは令和４年に引き続き、２年連続で最高評価を
獲得いたしました。
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５．会計事務所事業部門の営業活動と経営成績

　会計事務所事業部門は、会社定款に定める事業目的（第２条第１項：会計事務所の職域防衛と運命
打開のため受託する計算センターの経営）に基づき、当社の顧客である税理士および公認会計士１万
1,400名（令和５年３月末日現在）が組織するＴＫＣ全国会との密接な連携の下で事業を展開してい
ます。
(1) 「黒字決算」と「適正申告」の実現に向けた活動
ＴＫＣ全国会が掲げる運動方針とその目標達成に向けた営業活動の実施
①ＴＫＣ全国会の運動方針

ＴＫＣ全国会は、令和４年より向こう３年間の運動方針として「未来に挑戦するＴＫＣ会計人─
─巡回監査を断行し、企業の黒字決算と適正申告を支援しよう！」を掲げられています。また、
その実現に向けて、次の３つの目標を掲げています。
1)優良な電子帳簿を圧倒的に拡大する
「ＴＫＣ方式の自計化」の推進

2)租税正義の守護者となる
「ＴＫＣ方式の書面添付」の推進

3)黒字化を支援し、優良企業を育成する
「巡回監査」と「経営助言」の推進

ＴＫＣ全国会は、巡回監査の実践とコンプライアンスを遵守しながら、企業の黒字化に貢献する
と宣誓されています。当社は、これらの３つの目標達成を支援するためＴＫＣ方式の自計化推進
を軸とした営業活動を展開します。
②優良企業の育成に向けた取り組み

ＴＫＣグループでは、中小企業が目指すべき指標として以下の６つの条件を定めました。
・ＴＫＣ方式の自計化の実践
・書面添付の実践
・中小会計要領への準拠
・限界利益額の２期連続増加
・自己資本比率が30％以上
・税引前当期純利益がプラス
25万社超の決算書データを収録した「ＴＫＣ経営指標（ＢＡＳＴ）」では、この条件を充足し
た企業を「ＢＡＳＴ優良企業」と定義しています。
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ＴＫＣ会員の指導のもとコンプライアンスを遵守しながら、高付加価値経営に取り組む企業の増
加を支援することにより、「ＴＫＣ会員は優良企業を育成する伴走者である」ことを広く社会に
訴えてまいります。
③「365日変動損益計算書」の活用促進

ＴＫＣの自計化システム(ＦＸシリーズ)には、月次決算を支援する機能や経営者の意思決定を支
援する「365日変動損益計算書」を搭載しています。「365日変動損益計算書」は、通常の損益
計算書と異なり、変動費と固定費を区分して業績を確認できるため、「ＦＸシリーズ」を利用し
ている企業経営者は、限界利益(粗利)を意識して経営に取り組めるようになります。当社では、
この「365日変動損益計算書」を経営者にとって手放せないツールにしていただくための啓蒙活
動を展開しています。令和５年１月には、月次決算の徹底と「365日変動損益計算書」の活用に
より会社を成長させたドキュメンタリー番組「ドキュメント戦略経営者」をBS11で放映しまし
た。また、令和５年３月には「365日変動損益計算書」「業績評価マトリックス」を解説する下
敷きを100万枚製作し、会員事務所ならびにその関与先企業に配布しました。
④ＴＫＣ方式の自計化の推進（「ＦＸシリーズ」の推進）

コロナ禍において実行された実質無利子・無担保融資（ゼロゼロ融資）の返済開始や物価、資源
価格の高騰などにより、いま中小企業は厳しい経営環境におかれています。そのため、当社は
「ＦＸシリーズ」に搭載している「経営戦略レベル」の機能（365日変動損益計算書、業績評価
マトリックス、予算登録等）の活用を支援しました。また、経営者がこれらの機能を有効に活用
するには、適時・正確な会計取引の入力と月次決算体制の構築が必要となります。そのため、
「日常業務レベル」の機能として、インターネットバンキングから取引明細を受信して仕訳に変
換する「銀行信販データ受信機能」の活用や、「戦略給与情報システム（ＰＸ２）」との給与仕
訳の連携などを支援しています。
こうした活動の結果、令和５年３月末日現在で「ＦＸシリーズ」の導入件数は30万件を超えて
います。当社は、「ＦＸシリーズ」の導入を通じて中小企業の月次決算体制を構築し、「黒字決
算と適正申告」の実現を支援してまいります。
⑤電子帳簿保存法への完全対応支援

令和４年１月１日から施行された改正電子帳簿保存法により、国税関係帳簿の電磁的記録である
「電子帳簿」は、1)過去の仕訳データの加除訂正履歴(トレーサビリティ)を残している「優良な
電子帳簿」（改正電子帳簿保存法の施行規則第２条および第５条の要件を満たす電子帳簿）と、
2)帳簿の加除訂正履歴を残さない会計ソフトで作成した「その他の電子帳簿」（改正電子帳簿保
存法の施行規則第２条の要件だけを満たす電子帳簿）に区別されることになりました。
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これは「帳簿の証拠力」の消滅にもつながる法改正であり、帳簿を改ざんできる会計ソフトの利
用を認めたことになります。当社はこの問題に対処するため、「優良な電子帳簿」を作成する
「ＦＸシリーズ」の利用促進を全国的に展開しています。
また、改正電子帳簿保存法により電子取引データの電子保存の義務化への対応も求められていま
す。引き続き全ての事業者が電子取引に対応できるよう「ＦＸシリーズ」の証憑保存機能の活用
も支援してまいります。
⑥インボイス制度への完全対応支援

令和５年10月１日からスタートするインボイス制度への対応支援を会計事務所が関与先企業に
対してスムーズに行えるよう、当社では研修の整備や説明資料の提供等を進めています。
「ＦＸシリーズ」には、「取引先マスター」の取引先名と国税庁の適格請求書発行事業者公表サ
イトと照らし合わせて「事業者登録番号」を登録・更新できる機能を搭載しています。この機能
により、取引単位で適格請求書発行事業者との取引に該当するかどうかを自動判定できるため、
ＦＸシリーズ利用企業は正確な消費税計算を行うことができます。
ま た 、 令 和 ４ 年 ８ 月19日 に 当 社 は 、 日 本 に お け るPeppol（Pan European Public 
Procurement Online（以下、ペポル））の管理局（Japan Peppol Authority）であるデジタ
ル庁、およびペポルの管理団体である 「Open Peppol」（本部：ベルギー）から、国内初のペ
ポルサービスプロバイダーに認定されました。ＴＫＣの自計化システムは、このインフラを活用
し、ペポルに準拠したデジタルインボイスの発行と受取を標準的に行えるよう機能強化します。
⑦「ＴＫＣモニタリング情報サービス」の推進

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」は、ＴＫＣ会員事務所が毎月の巡回監査と月次決算を実施
した上で作成した月次試算表、年度決算書、税務申告書などを、関与先企業の経営者からの依頼
に基づいて金融機関に開示するための無償のクラウドサービスです。
当社は「ＴＫＣモニタリング情報サービス」の推進と同時に、金融機関に対して中小企業の決算
書の信頼性は以下の３帳表で確認できることを訴求しました。
1)ＴＫＣ会員が実践する「税理士法第33条の２に基づく添付書面」
2)会社法第432条が定める帳簿の適時性および決算書と申告書の連動性を株式会社ＴＫＣが過去

３年にわたって証明する「記帳適時性証明書」
3)日本税理士会連合会、全国信用保証協会連合会が制定した「中小会計要領チェックリスト」
こうした活動の結果、「ＴＫＣモニタリング情報サービス」は令和５年３月末日現在、全国全て
の地方銀行(62行)を含む482金融機関に採用されており、その企業利用件数が32万件を超えて
います。
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当サービスは、財務状況の正確な把握、適時適切な情報開示等による透明性の確保に資するもの
として、中小企業の経営支援に取り組んでいる金融機関と信用保証協会から高く評価されていま
す。中小企業を伴走型で支援する金融機関とＴＫＣ会員の架け橋となることが期待されていま
す。
⑧会員導入（ＴＫＣ全国会への入会促進）

ＴＫＣ全国会は、2022年から2024年までの３年間で新規に入会する会員事務所を1,000件超と
する目標を掲げています。当社はその達成に向けて、ＴＫＣ全国会ニューメンバーズ・サービス
委員会との連携を強化した取り組みを展開しています。
併せて、新たにＴＫＣ全国会に入会した事務所について「税理士事務所オフィス・マネジメン
ト・システム（ＯＭＳクラウド）」をはじめとしたＴＫＣシステムを有効に活用いただくための
サポート体制も強化しています。

(2) 「適時・正確な記帳に基づく信頼性の高い決算書の作成を支援する」ための活動
①「中小会計要領」の普及支援活動

ＴＫＣ全国会では、中小企業が準拠すべき会計基準として、平成24年２月に制定された「中小
企業の会計に関する基本要領」（以下、中小会計要領）を推奨しています。
中小会計要領は、1)自社の経営状況の把握に役立つ会計、2)利害関係者（金融機関等）への情報
提供に資する会計、3)会計と税制の調和を図った上で、会社計算規則に準拠した会計、4)中小企
業に過重な負担を課さない会計――の考えに沿って制定されています。
当社は、その普及・活用に向けたＴＫＣ全国会の運動を支援するため、教材などの整備と他の中
小企業支援団体との連携に継続して取り組んでいます。
②「記帳適時性証明書」の発行

当社では、ＴＫＣ会員が当社の会計システムを利用する際に当社データセンターに自動的に保存
される処理履歴データと過去の時系列データを活用し、金融機関などが客観的にＴＫＣ会員事務
所の業務水準を判定する資料となる「記帳適時性証明書」を無償で発行しています。このサービ
スは、ＴＫＣ会員が作成する決算書と税務申告書の信頼性を高め、関与先企業の円滑な資金調達
に貢献することを目的として開発されたものです。これは過去データの遡及的な加除・訂正を禁
止している当社の「データセンター利用方式による財務会計処理」の特長を生かしたものであ
り、ＴＫＣ会員が毎月、関与先企業に出向いて正しい会計記帳を指導（月次巡回監査）しなが
ら、月次決算、確定決算ならびに電子申告に至るまでの全ての業務プロセスを一気通貫で適時に
完了したことを当社が第三者として証明するものです。
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(3) 大企業市場への展開
　当社は、ＴＫＣシステムの活用により上場企業を中心とする大企業の税務・会計業務のコンプ
ライアンス向上と合理化に貢献するとともに、これらの企業およびその関係会社をＴＫＣ会員の
関与先企業とするための活動を積極的に展開しています。
①インボイス制度への対応

令和５年10月からインボイス制度が開始されるため、当社ではデジタルインボイスに対応した
システム開発とその普及に向けた取り組みを進めています。令和４年12月には、「Open 
Peppol（オープンペポル／本部：ベルギー）」が運営するPeppolネットワークを通してデジタ
ルインボイスを送受信できる「インボイス・マネジャー2022」の提供を開始しております。
また、当社のインボイス制度への対応の一環として、当社が顧客に発行する請求書（売上インボ
イス）をペポルインボイスに変更する予定です。これに先立ち、令和５年１月初旬からＴＫＣシ
ステムを利用しているユーザー企業30社に対して、「インボイス・マネジャー2022」によるペ
ポルインボイスの送受信実験を開始しました。売上インボイスの件数（＝請求書の枚数）に換算
すると、累計100件を超えるデータの送受信となり、利用企業30社からは「業務のデジタル化
や請求書発送に関わる費用の削減に繋がる」といったペポルインボイスと「インボイス・マネジ
ャー2022」に対する高い評価を得ています。
なお、令和５年１月以降「ＴＫＣデジタルインボイス対応システム紹介セミナー」を隔週で開催
しており、３カ月で400名を超える申し込みを得ています。当社は、今後もペポルインボイスの
普及に積極的に取り組んでまいります。
②大企業市場でのシェア拡大とＴＫＣ会員の関与先拡大支援

当社では、これまで培ったノウハウを生かして、法人税・地方税の電子申告やグループ通算制度
への対応支援に取り組んだ結果、令和５年３月末日現在で約２万700社あるといわれる資本金１
億円超の企業（いわゆる電子申告の義務化対象企業）の約40％において「法人電子申告システ
ム(ASP1000R)」「連結納税システム(eConsoliTax)」「グループ通算申告システム（ｅ－ＴＡＸ
グループ通算）」をご利用いただくに至りました。また、「ＴＫＣ連結グループソリューショ
ン」の利用企業グループ数は、令和５年３月末日現在で約5,020企業グループとなりました。
これにより、日本の上場企業の売上高トップ100社のうち93社が当社のシステムを利用してい
ます。このような活動の結果、日本の上場企業における市場シェアは42％となりました。今後
もさらなる市場シェアの拡大を図ります。
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(4)　法律情報データベースの市場拡大
①「ＴＫＣローライブラリー」の利用拡大

当社は、リーガルリサーチのスタンダードサービスとして、「ＴＫＣローライブラリー」の付加
価値を高めるため、判例・法令・文献等の基本サービスと法律専門誌等の記事収録や関連する付
加情報の拡充に取り組んでいます。また、これらのコンテンツをセットにした「法律事務所向
け」「企業法務部門向け」パックサービスの普及活動を展開しています。さらに、令和４年11
月から顧客にお勧めする収録記事等をメールマガジンで定期配信し、直接当サービスへアクセス
できる仕組みを構築することで、効果的な利用を促すサポートを開始しました。こうした活動の
結果、資料室や図書館などを利用した紙ベースのリサーチから、オンラインリサーチへの移行が
進んでおり、当パックサービスの採用数が増加しました。ＴＫＣローライブラリーは、法令・判
例・文献情報、主要法律専門誌および専門書籍を閲覧できる総合的な法律関連情報を網羅した唯
一のリーガルリサーチサービスとして評価され、順調に契約数を伸ばしています。
当期においては、ＴＫＣ会員事務所をはじめ大学・法科大学院、官公庁、法律事務所、特許事務
所、企業法務部、海外の機関・大学などへの提案活動を実施した結果、ユーザー数は５万8,000
ＩＤを突破し、令和５年３月末日現在で２万5,000超の諸機関で利用されています。
②アカデミック市場における展開

多くの大学・法科大学院は、オンラインによる教材やリサーチができる学習環境のＤＸを推進し
ています。当社が提供する「ＴＫＣ教育研究支援システム」「ＴＫＣローライブラリー」は、い
つでもどこでもオンラインで利用できること、他社をしのぐ多様なコンテンツを収録しているこ
と、さらにレポート提出、オンライン演習、テスト機能等を搭載し、授業と自学自習を支援する
仕組みとなっていることなどから、教員、学生からも高く評価されています。その結果、授業お
よび学習を支えるオンラインシステム基盤として大学の学習環境整備に貢献しています。
③司法試験受験生の学習支援

司法試験受験を目指す法科大学院生、修了生、予備試験合格者に対し、司法試験問題演習システ
ムによる学習環境の提供とＴＫＣ全国統一模試の実施により司法試験への対応を支援していま
す。令和５年司法試験からは、７月中旬への実施時期の変更や一定の基準を満たした法科大学院
生の在学時受験が可能になるなど、試験制度が変更になります。これを受け、ＴＫＣ全国統一模
試には、出願者の７割に迫る2,500名を超える受験者が集まり、６年連続で業界１位の実績を誇
っています。

12



2023/05/30 17:19:58 / 23981739_株式会社ＴＫＣ_中間報告書

会社の現況

６．地方公共団体事業部門の営業活動と経営成績
　地方公共団体事業部門は、会社定款に定める事業目的（第２条第２項：「地方公共団体の行政効率
向上のため受託する計算センターの経営」）に基づき、行政効率の向上による住民福祉の増進を支援
することを目的として、専門特化した情報サービスを展開しています。
　当社は、地方公共団体に対して「ＴＫＣ行政クラウドサービス」を提供しています。これは「ＴＡ
ＳＫクラウドサービス」と「ＴＡＳＫアウトソーシングサービス」の２つで構成されるクラウドサー
ビスです。「ＴＡＳＫクラウドサービス」は、住民基本台帳や税務情報などを管理する「基幹系関連
サービス」、財務会計（公会計）や給与計算などの「内部情報系関連サービス」、行政手続きのオン
ライン申請などの「行政サービス・デジタル化支援サービス」で構成しており、令和５年３月末日現
在で1,140団体を超える地方公共団体（都道府県、市区町村等）に採用いただいています。
(1)　基幹系関連サービスの開発・提供

　「ＴＡＳＫクラウドサービス」は、当社データセンターを運用拠点とした単一バージョンのパッ
ケージシステムでありながら、複数団体による共同利用を前提に設計しています。また、サービス
利用料金はサブスクリプション方式を採用しており、この利用料金の範囲内で年１回の定期バージ
ョンアップを実施しています。そして「ＴＡＳＫアウトソーシングサービス」は、納税通知書や選
挙入場券などの大量一括出力処理を支援するサービスであり、当期は「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金」支給に係る申請書等作成業務を迅速に行い、顧客市区町村の給付金支給業務
などを積極的に支援しました。こうした点が評価され、「基幹系関連サービス」は令和５年３月末
日現在で約170団体に採用されています。
(2)　行政サービス（各種手続き）のデジタル化・オンライン化の支援

　当社は、窓口業務のデジタル化「３ない窓口（行かない・待たない・書かない）」の実現を支援
する「行政サービス・デジタル化支援サービス」を提供しています。当期は「ＴＡＳＫクラウドス
マート申請システム」「ＴＡＳＫクラウドかんたん窓口システム」「ＴＡＳＫクラウドマイナンバ
ーカード交付予約・管理システム」の大幅な機能強化を行いました。その結果、令和５年３月末日
現在、「ＴＡＳＫクラウドスマート申請システム」は大阪市や横浜市など政令指定都市を含む40
団体以上に、「ＴＡＳＫクラウドかんたん窓口システム」は60団体以上に、「ＴＡＳＫクラウド
マイナンバーカード交付予約・管理システム」は150団体以上に採用されています。
(3) 地方税税務手続きのデジタル化の支援

　地方税共同機構の認定委託先事業者として、同機構が運営するｅＬＴＡＸ(地方税ポータルシス
テム）審査システムなどの標準システムをクラウド方式で提供するとともに、当社独自の機能とし
て各市区町村の税務システムとの「データ連携サービス」を開発・提供しています。
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　本サービスの推進にあたっては、アライアンス契約を締結した約50社のパートナー企業ととも
に提案活動を展開しています。その結果、「ＴＡＳＫクラウド地方税電子申告支援サービス」は、
令和５年３月末日現在で全都道府県・市区町村の４割以上に当たる約790団体に採用されていま
す。当期においては、令和５年４月から開始された地方税の共通納税システムにおける税目拡大に
伴う「地方税統一ＱＲコードを活用した地方税の納付」に関するシステム導入支援作業にパートナ
ー企業と共に取り組みました。
(4) 地方公会計制度に完全準拠した財務会計システムの開発・提供

　当社では、総務省が策定した統一的な基準に基づく財務書類作成機能と「日々仕訳方式」に対応
した「ＴＡＳＫクラウド公会計システム」と、その関連システムとして「ＴＡＳＫクラウド固定資
産管理システム」、「ＴＡＳＫクラウド連結財務書類作成システム」を提供しています。
　当期においては、＜財政状況の見える化による持続可能な財政運営＞および＜電子決裁や電子請
求書連携などによる内部事務のＤＸ推進＞を支援する機能を拡充した次世代版公会計システムを提
案した結果、「ＴＡＳＫクラウド公会計システム」は令和５年３月末日現在で300団体以上に採用
されています。なお、令和５年10月から開始されるインボイス制度は、地方公共団体においても
対応が求められるため、会計事務所事業部門とノウハウを共有し、システムへの機能実装および市
区町村等への説明対応を進めています。
(5) 次世代製品の研究・開発

　令和４年10月７日に「地方公共団体情報システム標準化基本方針」が閣議決定され、市区町村
は、令和７年度末までに基幹業務システム（20業務）をガバメントクラウド上に構築された標準
化基準を満たすアプリケーション（標準仕様準拠システム）に移行することが求められています。
　当社では、地方公共団体を取り巻く環境変化に対応するため、顧客市区町村向けの「自治体ＤＸ
推進セミナー」を開催し、地方公共団体情報システム標準化に関する最新情報の収集・発信などを
通じて顧客サポートの強化に努めています。また、当社が協力開発事業者（アプリケーション開発
事業者）として参画するガバメントクラウド先行事業において、令和４年10月31日に埼玉県美里
町の基幹業務システムが稼働を開始しました。続いて川島町も12月に稼働を開始しています。こ
れは全国初のガバメントクラウド上での稼働事例であり、当社は先行事業で得た知見を生かし、国
が定めた目標期限(令和７年度末)までに全てのお客様の標準仕様準拠システムへの移行完遂を目指
します。なお、令和４年９月２日に総務省より発表された「自治体デジタル・トランスフォーメー
ション（DX）推進計画（第2.0版）」に記載の〈行政サービスのデジタル化〉を支援するため、先
進団体との実証事業などを通じて、次世代ソリューションの調査・研究、開発にも継続して取り組
んでいます。
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会社の現況

７．印刷事業部門の営業活動と経営成績
　当社グループの印刷事業部門は、データ・プリント・サービス（以下、ＤＰＳ）事業、ビジネス
フォーム印刷事業および商業美術印刷事業を基軸に事業を展開しています。
　ＤＰＳ分野では、市区町村からワクチン接種事業におけるワクチン接種券、価格高騰緊急支援給
付金関連通知業務等を受注したものの、令和３年10月の衆議院議員選挙入場券の印刷業務が当期
はなかったこと、民間企業から受注しているダイレクトメール（以下、ＤＭ）のうち、大型案件が
顧客事情により中止になったことなどにより、売上高は前年に比べて減少しました。一方で、ＤＭ
にＱＲコードを印字し、そのＱＲコードに埋め込んだＵＲＬにアクセスした顧客数をカウントする
ことでＤＭの効果を測定できる「効果測定サービス」など、商品の付加価値向上に向けた新たな取
り組みを開始しています。
　ビジネスフォーム印刷分野では、ペーパーレス化の進展により、ビジネス帳票・伝票類の使用量
が減少傾向にあるものの、前期において新規獲得した顧客企業からの伝票印刷業務の受注により、
売上高は前年に比べて増加しました。
　商業美術印刷分野（カタログ、書籍等）では、令和５年10月から開始されるインボイス制度を
解説する書籍等および顧客企業の周年記念事業における印刷業務を受注したことにより、売上高は
前年に比べて増加しました。
　なお、印刷事業部門の株式会社ＴＬＰでは、令和４年10月３日付けでＦＳＣ®森林認証（ＣｏＣ
認証・FSC-C182216）を取得しました。環境配慮を志向するお客様が増えていることを背景に、
ＦＳＣ認証紙の取り扱いは順調に増加しています。また、クリアファイルに代わる環境配慮製品と
して、紙製ファイルの製造・販売を開始しています。これら環境配慮製品の開発・製造への取り組
みにより、環境配慮を志向するお客様のニーズに対応しています。
　また、前年と比較し、紙を中心とした原材料費等は20％増加しており、加えて、電気料金の高
騰等により、生産コスト全体が上昇しています。この生産コスト上昇にともない、企業努力で吸収
できない部分については、製品価格に転嫁すべくお客さまとの交渉を継続しています。
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中間連結貸借対照表

期　　別

科　　目

当中間期末
（令和５年３月31日現在）

前　期　末
（令和４年９月30日現在）

金 額 金 額
( 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 )

流 動 資 産 41,896 40,715

現 金 及 び 預 金 29,363 29,920

受 取 手 形、売掛金及び契約資産 10,142 8,320

棚 卸 資 産 620 494

そ の 他 1,781 1,993

貸 倒 引 当 金 △11 △12

固 定 資 産 69,283 68,510

有 形 固 定 資 産 16,833 17,153

建 物 及 び 構 築 物 ( 純 額 ) 7,412 7,651

土 地 6,852 6,802

そ の 他 ( 純 額 ) 2,567 2,699

無 形 固 定 資 産 4,905 4,666

投 資 そ の 他 の 資 産 47,544 46,689

投 資 有 価 証 券 19,608 18,748

長 期 預 金 18,700 17,700

差 入 保 証 金 1,456 1,486

そ の 他 7,779 8,754

資 産 合 計 111,179 109,225

中間連結貸借対照表
（単位：百万円）
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中間連結貸借対照表

期　　別

科　　目

当中間期末
（令和５年３月31日現在）

前　期　末
（令和４年９月30日現在）

金 額 金 額
( 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部 )

流 動 負 債 15,098 17,679
買 掛 金 3,308 2,973
電 子 記 録 債 務 741 799
短 期 借 入 金 71 71
未 払 金 2,377 3,499
未 払 法 人 税 等 2,482 3,167
契 約 負 債 711 811
賞 与 引 当 金 3,297 4,953
そ の 他 2,108 1,403
固 定 負 債 4,163 4,219
長 期 借 入 金 107 142
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,781 2,806
株 式 給 付 引 当 金 327 306
そ の 他 947 964
負 債 合 計 19,262 21,899
( 純 　 資 　 産 　 の 　 部 )

株 主 資 本 92,582 88,672
資 本 金 5,700 5,700
資 本 剰 余 金 6,589 6,589
利 益 剰 余 金 82,667 78,743
自 己 株 式 △2,373 △2,359
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △666 △1,346
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 454 △138
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △1,120 △1,207
純 資 産 合 計 91,916 87,325
負 債 純 資 産 合 計 111,179 109,225

（単位：百万円）
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中間連結損益計算書

期　　別

科　　目
(自　令和４年10月１日至　令和５年３月31日 )

当中間期

　 (自　令和３年10月１日至　令和４年３月31日 )
前中間期

　金 額 金 額
売 上 高 36,050 33,768
売 上 原 価 10,785 9,689
売 上 総 利 益 25,265 24,079
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,529 15,854
営 業 利 益 8,735 8,225
営 業 外 収 益 229 228
受 取 利 息 35 34
受 取 配 当 金 96 83
保 険 配 当 金 21 18
受 取 地 代 家 賃 20 26
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 25 －
そ の 他 30 65
営 業 外 費 用 106 21
支 払 利 息 0 0
課 徴 金 － 20
損 害 賠 償 引 当 金 繰 入 額 106 －
そ の 他 0 1
経 常 利 益 8,858 8,431
特 別 利 益 1 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 －
固 定 資 産 売 却 益 0 1
特 別 損 失 9 1
固 定 資 産 除 却 損 9 1
税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 8,849 8,431
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,285 2,382
法 人 税 等 調 整 額 429 232
法 人 税 等 合 計 2,714 2,615
四 半 期 純 利 益 6,134 5,816
親会社株主に帰属する四半期純利益 6,134 5,816

中間連結損益計算書
（単位：百万円）
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中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

期　　別

科　　目
(自　令和４年10月１日至　令和５年３月31日 )

当中間期

　
(自　令和３年10月１日至　令和４年３月31日 )

前中間期

　金 額 金 額
営業活動によるキャッシュ・フロー 4,314 5,086

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,547 △3,229

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,324 △3,219

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △557 △1,361

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 26,620 23,126

現金及び現金同等物の四半期末残高 26,063 21,765

中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
（単位：百万円）
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会社概要

１． 商 号 株式会社TKC
２． 英 文 社 名 TKC Corporation
３． 本 店 所 在 地 栃木県宇都宮市鶴田町1758番地
４． 設 立 年 月 日 昭和41年10月22日
５． 資 本 金 57億円
６． 発行済株式の総数 53,462,066株
７． 従 業 員 数 連結：2,832名／個別：2,356名
８. ホームページアドレス https://www.tkc.jp/
９． 主 要 な 事 業 所

栃木本社（本店） 栃木県宇都宮市
東京本社 東京都新宿区
システム開発研究所 栃木県宇都宮市
インターネット・サービスセンター 栃木県宇都宮市近郊
統合情報センター（９拠点） 北海道 北海道札幌市

東北 宮城県仙台市
栃木 栃木県宇都宮市
東京 東京都練馬区
中部 愛知県春日井市
関西 大阪府茨木市
中四国 岡山県岡山市
九州 福岡県古賀市
沖縄 沖縄県那覇市

統括センター（７拠点） 北日本 宮城県仙台市
関東信越 埼玉県さいたま市
首都圏 東京都新宿区
東海北陸 愛知県名古屋市
近畿 大阪府大阪市
中四国 岡山県岡山市
九州 福岡県福岡市

SCGサービスセンター（56拠点）
地方公共団体事業部地域営業所（13拠点）
サプライ事業部支社（２拠点）

会社概要
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会社概要

10. 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
　　該当事項はありません。
②子会社の状況

会　　　社　　　名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社ＴＬＰ 100百万円 100％ 印刷業、電子計算機用連続帳票等の製造・販売
TKC保安サービス株式会社 10百万円 100％ 警備・営繕及び清掃業務
株式会社スカイコム 100百万円 100％ ソフトウエア・プロダクトの開発・販売
TKCカスタマーサポートサービス株式会社 25百万円 100％ ヘルプデスクサービス業務
株式会社ＴＫＣ出版 83百万円 100％ 税務・会計等の書籍の出版及び月刊誌等の制作
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役員等の状況
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役員等の状況
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株主MEMO

１ ．事 業 年 度 毎年10月１日から翌年９月30日まで
２ ．定 時 株 主 総 会 毎年12月に開催します。
３ ．単 元 株 式 数 100株
４ ．基 準 日 ⑴定時株主総会・期末配当基準日

　毎年９月30日
⑵中間配当基準日
　毎年３月31日

５ ．株 主 名 簿 管 理 人 ・
特別口座の口座管理機関 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

６ ．郵 便 物 送 付 先 ・
電 話 照 会 先

〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電話番号：0120-232-711（フリーダイヤル）

７ ．事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

８ ．住所変更、単元未満
株式の買取・買増等
のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様におかれましては、特
別口座の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（上記６．郵便物送付先・電話照会先）にお申出ください。

９. 未払配当金の支払い
について

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（上記６．郵便物送付先・電話照会先）にお申出ください。

10. 配当金計算書につい
て

配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に
基づく「支払通知書」を兼ねております。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税
額の計算は証券会社等にて行われます。確定申告を行う際の添付資料につきましては、お
取引の証券会社にご確認をお願いします。

11. 株主様のご住所・お
名前に使用する文字
に 関 す る ご 案 内

株券電子化に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保管振替機構（ほふ
り）が振替制度で指定していない漢字等が含まれている場合は、その全部又は一部をほふ
りが指定した文字又はカタカナに変換して、株主名簿にご登録いたしております。このた
め、株主様にご送付する通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられる場合があ
りますのでご了承ください。
なお、株主様のご住所・お名前として登録されている文字については、お取引の証券会社
等にお問い合わせください。

株主MEMO
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